
1 

独立行政法人国際交流基金 中期目標 

 

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二十九条の規定により、独立行政法

人国際交流基金（以下「基金」という。）が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中

期目標」という。）を定める。 

 

前文 

基金は、国際文化交流事業を総合的かつ効率的に行うことにより、我が国に対する諸

外国の理解を深め、国際相互理解を増進し、及び文化その他の分野において世界に貢献

し、もって良好な国際環境の整備並びに我が国の調和ある対外関係の維持及び発展に寄

与すること（独立行政法人国際交流基金法第３条）を目的として、2003 年 10 月に設立

された。 

我が国は、安全保障、経済、経済協力と並び、「文化その他の分野における国際交流」

を外交政策の柱と位置づけており、基金は、短期的のみならず中長期的視点に立ち、総

合的かつ効率的に国際文化交流事業を実施することにより、我が国の文化外交の実施機

関として役割を果たしている。基金は、特殊法人として 1972 年に発足して以降、一貫し

て、海外の対日理解促進、相互理解の増進、更には文化の分野において世界に貢献する

ことを目的とする事業を実施しており、40 年にわたる活動を通じて、各国で文化に携わ

っている専門家（政府関係者、研究者、実演家、評論家等）、機関（大学・研究機関、

博物館、美術館等）、民間団体（財団、非営利団体等）との間に信頼関係を構築し、ま

た事業実施に係る知識と経験を蓄積している。 

グローバル化が進展し、また、新興国を始めとした国々の世界における存在感が高ま

る中、我が国がこれまでに築いてきた国際社会の信頼を更に強化し、また、国際社会に

おける我が国のプレゼンスを維持し、高めることがますます重要となっている。そのた

めには、我が国として、国際文化交流を主体的に推進していく必要があり、その観点か

ら、短期的・直接的な発信事業に留まらず、中長期的視点をもって日本の文化・芸術を

紹介し、海外における日本語教育及び日本研究の普及を推進するとともに、文化分野に

おける国際貢献を進め、また、これまで以上に各国の政策決定過程に影響力を持ちつつ

ある海外の世論への働きかけを強め、ネットワークを構築するための人物交流や対話・

共同研究等の知的交流を進めていくことが基金に求められている。 

2011 年 3月 11 日、我が国は東日本大震災という未曾有の大災害を経験した。そして、

世界各国国民から差し伸べられた温かい支援により、国民が海外との繋がりの重要性に

改めて気づく契機となった。このような現状を踏まえ、基金としても、これらの支援に

対する我が国の謝意をあらわし、世界からも賞賛された日本人の勤勉さ、強靱さ、しな

やかさを発信していく事業を実施するべきである。 

以上の認識を踏まえ、基金は、本中期目標に従い、「独立行政法人の事務及び事業の
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見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）及び「独立行政法人改革等に関す

る基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）で定められた方針を着実に実施しつ

つ、国際文化交流に関わる国内外の政府関係機関、民間団体等の他の機関との連携を密

にし、厳しい財政状況の中でも一層大きな成果を上げることを目指すべきである。また、

基金は、国際文化交流分野における官民による日本全体としての取組の中で中心的役割

を果たし、政府による日本ブランドの対外発信においても中核的役割を担い、文化外交

の実施機関として、外務省が定める文化の分野における国際交流に関する外交政策に機

動的に対応し、効果的かつ効率的に業務を運営するよう努めるものとする。 

 

Ⅰ 中期目標の期間 

中期目標の期間は、平成 24 年 4月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日までの 5 年とする。 

 

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

基金は、国際文化交流事業を総合的かつ効率的に行うに際し、地域別の重点施策及び

政策的課題等、国際文化交流に係る外交政策を十分に踏まえ、長期的及び広範な視野か

ら相手国との外交関係及び相手国の事情に即し、地域・国別事業方針を各分野等の事業

方針に反映の上、事業を行う。 

 

１ 地域・国別事業方針による事業の実施 

 当該国の国内事情及び国際情勢の変化に対応しつつ、基金が別途定める地域・国別事

業方針に基づき、適切に事業を実施する。特に、平成 25 年 12 月に政府が発表した「文

化のＷＡ（和・環・輪）プロジェクト～知り合うアジア～」については、平成 32 年度ま

で、これを着実に実施する。 

海外現地情勢の悪化等に伴う事業の遅延・中止を回避すべく、在外公館や基金の海外事

務所を通じる等により情報収集し、的確な情勢把握と計画的な準備・調整作業を行うこ

とにより、効果的に事業を実施する。なお、外交上重要な情勢の展開等を踏まえて機動

的な事業の実施が求められる場合は、可能な限り対応するとともに、やむを得ない事情

により事業の実施・中止等及び海外事務所に関する重要な問題に対応する場合には、事

前に外務省と十分協議の上、我が国の対外関係を損なわないよう細心の注意を払う。 

 

２ 分野別事業方針等による事業の実施 

国際文化交流事業を総合的かつ効率的に実施していくため、以下の分野別事業方針等

に基づいて事業を実施する。 

 

（１）文化芸術交流事業の推進及び支援 

対日関心の喚起と日本理解の促進に資するため、多様な日本の文化及び芸術を海外に
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紹介する事業及び文化芸術分野における国際貢献事業を、日本と海外の双方向の事業や相

手国の国民との共同作業を伴う事業、人物交流事業等も含め、効果的に実施する。実施に

際しては、外交政策上の必要性及び相手国との交流状況や、各国における文化・芸術に対

する関心や文化施設等の整備状況等、現地の事情・必要性及び今後の動向を的確に把握す

る。また、国内外において、情報の収集やネットワーク形成を行い、効果的な事業の実施

につなげる。文化遺産の保護の分野における国際貢献事業の実施にあたっては、「海外の

文化遺産の保護に係る国際的な協力の推進に関する法律」（平成十八年法律第九十七号）

の着実な施行に配慮する。 

 

（２）海外日本語教育、学習の推進及び支援 

日本語のさらなる国際化を推進するための基盤整備を行うため、「JF 日本語教育スタ

ンダード」の活用を推進し、定着を図るとともに、同スタンダードに準拠した日本語教育

講座を海外で拡大するほか、Eラーニング教材を整備する。これにより、日本語学習の効

果、効率の向上や若年層、初学者層の学習促進・支援を図る。また、日本語能力試験につ

いては、「JF 日本語教育スタンダード」との連関を整理し、日本語能力を測定する唯一

の大規模試験としての信頼性の維持・増進を図る。 

 また、各国・地域の政府・日本語教育拠点などの関係機関と連携を取りつつ、対象国・

地域の教育環境、言語政策、日本との外交その他の関係、日本への関心の在り方、学習者

の目的、日本語普及上の課題などに対応して事業を行う。その際、将来的に、現地におい

て日本語学習が定着し、自立的・継続的に日本語教育が行われることを視野に入れる。政

府の『新成長戦略』などの方針や重要な外交政策に基づいて生じる日本語普及に関する新

たな要請やニーズに対しては、基金の特性を踏まえた効果的な日本語事業を行う。特に、

政策的要請に基づく経済連携協定（ＥＰＡ）に関わる日本語研修事業に適切に対応する。 

これらの措置を通じて海外における日本語学習者が着実に増加するよう努める。それ

に併せて、日本語能力試験について、実施規模の拡大、収支の安定と自己収入の拡大を図

る。また、事業の整備・拡充にあたり、効率化や自己収入拡大に可能な限り努めつつ、こ

れを進める。 

 

（３）海外日本研究・知的交流の促進 

 海外の日本研究支援事業については、外交上の必要性を踏まえるとともに、各国・地域

の日本研究の状況及び日本研究振興のためのニーズを把握し、長期的な視点から対日理解

の深化及び対日関心の維持拡大に資するよう、適切に実施する。また、知的交流事業につ

いては、日本と各国の共通の関心テーマや国際的重要課題についての対話や共同作業、人

的交流を実施・支援することによって、我が国の対外発信を強化するとともに、そのため

の人材育成に資する支援等を行う。事業の実施にあたっては、外交上の必要性及び相手国

の事情を踏まえ、また、他団体との協力・連携、ネットワーク形成ならびに対日理解を有
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するオピニオンリーダーの育成といった観点等に配慮する。 

 

（４）「アジア文化交流強化事業」の実施 

平成 25年 12 月に政府が発表した「文化のＷＡ（和・環・輪）プロジェクト～知り合う

アジア～」の一環として、平成 32 年度までの間、日本とアジアの芸術家、文化人、知識

人などの文化の担い手のネットワーク化とアジア域内の市民の相互理解を促進する双方

向交流事業、アジアの日本語教育機関の活動を支援するための日本からの人材派遣事業等

を集中的に行い、ＡＳＥＡＮ諸国を主対象とするアジアと日本との文化交流を抜本的に強

化する。 

 

（５）東日本大震災からの復興に資する事業の実施 

東日本大震災後に高まった日本に対する国際関心・連帯意識をより深い日本理解につ

なげるとともに、防災や災害復興面での国際貢献に資する対話交流事業等により、震災

の経験と教訓を国際社会と共有する。また、諸外国と震災の記憶や経験を共有するとと

もに、復興に向かう日本の魅力を伝え、もって日本ブランドの強化を図る。なお、福島

の復興及び再生のための特別の措置に関する政府の方針に適切に対応しつつ事業を行う。 

 

（６）国際文化交流への理解及び参画の促進と支援 

国内外各層の国際文化交流への理解及び参画の促進と支援のため、以下を行う。 

ア 内外の国際交流関係者に対して、顕彰や情報提供等の支援を行うことにより、国際

文化交流への理解を促す。 

 

イ 国際文化交流活動の意義と重要性を提示し、担い手としての民間セクターの参画を

促進すべく、基金本部及び海外事務所の図書館ネットワーク、ウェブサイトや SNS、印刷

物等の各種媒体を通じて、基金事業に関する情報を効果的かつ効率的に提供する。 

 

ウ 我が国を巡る国際環境の変化に伴う、内外の国際文化交流の動向の変化を把握し、

これらに的確に対応するため、必要な調査・研究を行う。 

 

（７） その他 

ア 海外事務所の運営 

基金の海外事務所は、本中期目標に示された諸点を踏まえ、運営経費の効率化に努め

つつ、所在国及び状況や必要性に応じてその周辺国において、関係者とのネットワーク

構築、国際文化交流に関する情報収集等を通じて現地の事情及びニーズを把握し、事務

所の施設を効果的かつ効率的に活用して事業を実施するとともに、現地における効果の

高い事業実施のために必要となる関係団体及び在外公館との協力、連携等に努める。ま
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た、外部リソースや現地職員の活用、海外事務所間の連携に努める。また、日本語教育

講座の拡大など基金事業の積極的展開にあたり、必要な課題の整理、解決に努める。 

  

イ 京都支部の運営 

京都支部は、本中期目標に示された諸点を踏まえ、関西国際センターとも連携し、関

西において関係者とのネットワーク構築を図り、効果的かつ効率的に事業を実施すると

ともに、引き続き業務運営の合理化に努める。 

 

ウ 国際文化交流のための施設の整備に対する援助等の事業 

基金は、特定の寄附金を財源として、国際文化交流を目的とする施設の整備に対する

援助並びに国際文化交流のために用いられる物品の購入に関する援助及びこれらの物品

の贈与を行う。寄附金の受け入れ等にあたっては適正に対応することとする。 

 

 

Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 経費の効率化 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」(平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）等を

踏まえ、基金事業の規模及び質が低下しないよう十分配慮しつつ、業務の効率化を堅持

することにより、中期目標の期間中、一般管理費及び運営費交付金を充当する業務経費

の合計について、対前年度比 1.35％以上の削減を行う（ただし、新規に追加される業務、

拡充業務等は対象外）。また、人件費については次項に基づいた効率化を行う。 

 

２ 給与水準の適正化等 

（１）給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

について検証した上で、その適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を

公表する。職員の在勤手当については、可能な限り早期に適切な見直しを行うととも

に、海外運営専門員、日本語専門家等の職員以外の在勤手当についても、併せて見直

しを行う。 

（２）また、総人件費については、政府の方針を踏まえつつ適切に対応していく。その際、

第二期中期目標期間中の、特に後半において日本語教育事業分野で経済連携協定（Ｅ

ＰＡ）に関わる日本語研修等の新規の事業実施を求められてきた例のように、今後の

基金に対する政策的要請に基づく新規事業・拡充事業の実施や在外における体制の強

化に的確に対応できるよう、必要な人員体制を確保する。 

 

３ 柔軟かつ機動的な業務運営 

法人の自律性及び法人の長の裁量等を活かし、柔軟かつ機動的な業務運営を行う。業
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務効率化努力を継続し、総人件費削減（上記の政策的要請に基づく新規事業・拡充事業

への対応を除く）に資するような組織の再編及び人員配置の適正化を図る。 

その際、前二項で示した取組を行いながら、日本語事業分野等の政策的要請に基づく

重点分野への優先的な人員配置や在外における体制強化に対応した人員配置など、その

時々の事業環境の変化や、それに応じた政策の動向を踏まえた組織の再編及び最適かつ

合理的な人員配置を行う。 

国際協力機構、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所と事業の連携強

化等を図るため、現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意し、

事務所の共用化又は近接化を進める。 

海外事務所が存在しない国・地域については、外交上の必要性に応じた事業展開に必

要な海外事務所の設置や基金の役割強化の在り方について検討する。 

 

４ 契約の適正化の推進 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日

総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施し、一層の競争性と透明性の確保に努め、契

約の適正化を推進することにより、引き続き、随意契約の見直しの徹底と一者応札・応

募の改善を通じた業務運営の一層の効率化を図る。 

 

５ 関係機関との連携確保等 

事業の重複排除及び協力・連携の確保・強化を図り、効果的かつ効率的に事業を実施

するため、関係する機関それぞれの役割を明確にするとともに、国際的な交流促進の観

点から、情報共有や調整・連携の一層の促進に資するよう、関係省庁・機関の協力のも

と、外務省及び基金が中心となり、連絡会を設置する等により、関係する機関全体とし

て協力・連携を確保・強化するための仕組みを構築する。また、環境の変化や、それに

応じた政策の動向を踏まえつつ、廃止や他機関への移管も含め、事業の不断の見直しを

行う。特に、国際観光振興機構との事業の連携強化を図るため、両法人の本部事務所の

共用化について検討を行い、平成 26 年夏までに具体的な工程表を策定する。 

 

６ 内部統制の充実・強化等 

（１）法令等を遵守するとともに、業務の特性や実施体制に応じた効果的な統制機能の在

り方を検討し、内部統制の充実・強化を図る。また、リスク・マネジメント手法を中

心とした内部監査の実施により、内部統制機能の有効性のモニタリングを行う。 

（２）外部有識者も含めた事業評価の在り方について適宜、検討を行いつつ事業評価を実

施し、その結果を組織、事務、事業等の改善に反映させる。 

（３）管理する情報の安全性向上のため、「国民を守る情報セキュリティ戦略」等の政府

の方針を踏まえた適切な情報セキュリティ対策を推進し、必要な措置をとる。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適切な財務内容の実現を図る。また、

一層の透明性を確保する観点から、決算情報・セグメント情報の公表の充実等を図る。 

 

１ 運用資金については、原則、安全性を最優先した上で有利な運用を行うこととし、そ

の収入の確保に努める。なお、日米センター事業等支払が外国通貨で行われる事業につ

いては、安全性を確保しつつ、外貨建債券による運用も行い、必要な事業収入の確保を

図るとともに、資金運用諮問委員会及び外務省独立行政法人評価委員会における点検や

検討の結果を踏まえ、欠損金の発生を抑制し、法人財政を健全化するために必要な措置

を講ずるものとする。 

 

２ 入場料･受講料・受験料等の受益者負担の適正化や、他団体との共催・協賛・協力等、

外部リソースの活用を図ることにより、経費の効率化を図る。 

 

３ 業務の合理化等により、経費の削減を図る。また、基金の保有する資産については、

詳細な資産情報の公表を引き続き行うとともに、資産の利用度のほか、本来業務に支

障のない範囲での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に

沿って、その保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。その上で、基金

の資産の実態把握に基づき、基金が保有し続ける必要があるかを厳しく検証し、支障

のない限り、国への返納等を行うものとする。 

 

４ 毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意

した上で、厳格に行うものとする。 

 

 

Ｖ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 人事に関する計画 

上記目標の達成に向けて効率的かつ効果的な業務運営を行うための人材確保を着実に

実施するとともに、職員の能力の更なる向上を図る。 

 

２ 施設・設備の整備・運営 

業務の目的・内容に適切に対応するため長期的視野に立った施設・設備の整備を行い、

効果的・効率的な運営に努める。 


